
 
 
 
厚生労働省から、新型コロナウイルスに関する Q&A が公表されていますが、刻々と状況が変わっていることから、
Q&A も頻繁に更新されています。ここでは、令和 2 年 3 月 3 日の時点での企業の方向け Q&A のいくつかを抜粋し
てご紹介いたします。人事労務担当者の方は、休業手当の支給要件や、有給休暇の取り扱いについて、確認すること
をお勧めいたします。 
 
問１ 熱や咳がある方については、どうしたらよいのでしょうか。 
 
発熱などの風邪の症状があるときは、会社を休んでいただくよう呼びかけております。休んでいただくことはご本
人のためにもなりますし、感染拡大の防止にもつながる大切な行動です。そのためには、企業、社会全体における理
解が必要です。従業員の方々が休みやすい環境整備が大切ですので、ご協力いただきますようお願いします。 
 
問２ 新型コロナウイルスへの感染を防ぐため、なるべく人混みを避けての通勤を考えています。時差通勤を導入
するにはどうしたらよいのでしょうか。 
 
労働者及び使用者は、その合意により、始業、終業の時刻を変更することができますので、時差通勤の内容につい
て、労使で十分な協議をしていただきたいと思います。 
また、始業、終業の時刻を労働者の決定に委ねる制度として、フレックスタイム制があります。この制度は、1 日の
労働時間帯を、必ず勤務すべき時間帯（コアタイム）と、その時間帯の中であればいつ出社または退社してもよい時
間帯（フレキシブルタイム）とに分けるものです。なお、コアタイムは必ず設けなければならないものではありませ
んので、全部をフレキシブルタイムとすることもできます。 
フレックスタイム制の詳細や導入の手続きに際しては、以下の URL をご覧ください。 
 
フレックスタイム制のわかりやすい解説 ＆ 導入の手引き 
https://www.mhlw.go.jp/content/000476042.pdf 
 
問 3 新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、どのようなことに気をつければよいのでしょうか。 
 
新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、欠勤中の賃金の取り扱いについては、労使で十分に話し
合っていただき、労使が協力して、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えていただくようお願いします。 
なお、賃金の支払いの必要性の有無などについては、個別事案ごとに諸事情を総合的に勘案するべきですが、労働
基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業期間中の休業手当（平均賃
金の 100 分の 60 以上）を支払わなければならないとされています。 
 
※不可抗力による休業の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休業手当の支払義務はありませ
ん。ここでいう不可抗力とは、①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②事業主が通常の経営者
として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの２つの要件を満たすものでなければ
ならないと解されています。例えば、自宅勤務などの方法により労働者を業務に従事させることが可能な場合に
おいて、これを十分検討するなど休業の回避について通常使用者として行うべき最善の努力を尽くしていないと
認められた場合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合があり、休業手当の支払が必要と
なることがあります。 

 
問 4 労働者が発熱などの症状があるため自主的に休んでいます。休業手当の支払いは必要ですか。 
 
会社を休んでいただくよう呼びかけをさせていただいているところですが、新型コロナウイルスかどうか分からな
い時点で、発熱などの症状があるため労働者が自主的に休まれる場合は、通常の病欠と同様に取り扱っていただき、
病気休暇制度を活用することなどが考えられます。 
一方、例えば発熱などの症状があることのみをもって一律に労働者に休んでいただく措置をとる場合のように、使
用者の自主的な判断で休業させる場合は、一般的には「使用者の責に帰すべき事由による休業」に当てはまり、休業
手当を支払う必要があります。 
 
問 5 新型コロナウイルスに感染している疑いのある労働者について、一律に年次有給休暇を取得したこととする
取り扱いは、労働基準法上問題はありませんか。病気休暇を取得したこととする場合はどのようになりますか。 
 
年次有給休暇は、原則として労働者の請求する時季に与えなければならないものなので、使用者が一方的に取得さ
せることはできません。事業場で任意に設けられた病気休暇により対応する場合は、事業場の就業規則などの規定
に照らし適切に取り扱ってください。 
なお、使用者は、労働者が年次有給休暇を取得したことを理由として、賃金の減額その他不利益な取扱いをしない
ようにしなければならないことにご留意ください。 
 
 

参照ホームページ ［ 厚生労働省 ］ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html 

【労務】企業向けの新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａなどを更新 

https://www.mhlw.go.jp/content/000476042.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html

